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集合住宅の解体及びリサイクルのエネルギー消費に関する調査研究
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本研究では地球環境の視点から建材リサイクルのためのエネルギー消費を評価基準として選択する。住宅における省資源,省エネル

ギーの視点から,集合住宅を対象として,解体工事の現場からの追跡調査を行ない,住宅解体の現状,中間処理及び最終処分の現状を

把握すると共に,解体工法や,解体材を再生するためのエネルギー消費量に関する計算方法を提示し,住宅解体から中間処理及び最終

処分までの実態や特徴を明らかにすることを目的とする。本研究の最終目標として,建材リサイクルのためのエネルギー消費の評価手

法を開発し,今後の循環型社会の構築及び建築環境産業の振興に貢献するものと期待できる。
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1.研究の目的

わが国では,建設業界は約3分の1のエネルギーや資源を消

費している。特に,90年代に入り,建築物新築時総エネルギー

消費量は80年代に比べ,2倍近く増加している。その資棚1購

成比率は鉄が約70%,セメントが約15%で,合計85%に達して

いる。また,建築物新築時建物固定資源量も約L5倍で,その

内,鉄は1.8倍,セメントはL4倍増加している。それに伴い,

建設廃棄物の排出量も膨大で,全産業廃棄物の約2割を示して

いる1)・2)。環境負荷の低減の為には,建築物解体材のリサイク

ル(再生)が急務である。平成14年5月30日に建設リサイクル

法も施行された。建築解体の分野でも解体の手法が大きく変わ

ってきていると考えられる。また,解体材を利用して製造され

た建築部材の中には,製造時よりもエネルギー消費量の少ない

材がある可能性がある。建設産業は環境に多大な影響を与えて

おり環境負荷の低減の為には,解体材のリサイクルに必要なエ

ネルギー量を把握し,よりエネルギー消費量の少ないリサイク

ル材を使用することが必要であると考える。筆者ら3)の従来研究

では,理論計算から,住宅解体のとき,解体材を再生するため

のエネルギー消費量に関する計算方法を提示した。ライフサイ

クルの視点から,その手法を立証するため,更なる調査研究が

必要である。

建材リサイクルを促進するため,建設廃棄物を再生する方法

を評価する基準が必要である。本研究では地球環境の視点から

建材リサイクルのためのエネルギー消費を評価基準として選択

する。住宅における省資源,省エネルギーの視点から,集合住

宅を対象として,解体工事の現揚からの追跡調査を行い,住宅

解体の現状,中間処理及び最終処分の現状を把握すると共に,

解体工法や,解体材を再生するためのエネルギー消費量に関す

る計算方法を提示し,住宅解体から中間処理及び最終処分まで

の実態や特徴を明らかにすることを目的とする。本研究の最終

目標として,集合住宅の解体のあり方,建材リサイクルのため

のエネルギー消費の評価手法を開発し,今後日本の循環型社会

の構築及び建築環魔産業の技術開発のための指針と基準になる

ものと期待できる。
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2.建設廃棄物のリサイクル現状に関する調査

本研究のテーマとして挙げている「建設廃棄物」は,産業廃

棄物に含まれる。その排出量は年間約8,500万トンにも達し,
全産業廃棄物の約20%を占める程である。さらに最終処分され

る廃棄物のうち,44%を建設廃棄物が占めているのも現状で,

今後,同じように最終処分される建設廃棄物が発生し続けると,

その発生量は平成12年度の段階で約8,500万トンであったの

が,平成17年度に1億トンに達する可能性がある1)。
建設廃棄物をはじめとする産業廃棄物が将来増加することは,

もはや確実なものとなっている。このような現状の中,さまざ

まな企業が産業廃棄物のリサイクル事業を行ない始めた。

産業廃棄物の増加という問題と平衡し,我が国においてはも

う1っ大きな問題がある。それは産業廃棄物の不法投棄である。

平成12年度の段階で産業廃棄i物の不法投棄量は,年間40.3万

tにも達している。近年は不法投棄件数なども減少傾向にある

と考えられるが,平成10年度までは年々その件数も増え続け,

廃棄物の処理に関して大きな問題を作ることとなった。産業廃

棄物全体における不法投棄の現状は上記のとおりであるが,こ

れらの大量な不法投棄量のうち,その約60%は建設廃棄物であ

る。これらの建設廃棄物は,ほとんどが建設現場あるいは解体

現場から排出されたゴミで,処分費のコストダウンを図った一

部の業者の悪質な行為が,このような結果をもたらしている。

また,建設廃棄物の不法投棄件数に関しては,投棄量の割合を

上回るほどで,全体の67%を占めており,建設業界の見直しを

せざるを得ない結果となっている。

今日,我が国ではこれらの産業廃棄物をどうリサイクルする

かが最重要課題となっており,特に建設関連の廃棄物に関して

は,平成14年5月30日に建設リサイクル法も施行された程で,

廃棄物のリサイクルが盛んに行われ始めたことを物語っている。

これに伴い,建築解体の分野でも解体の手法が大きく変わって

きていると考えられる。

住宅解体材とは,建物の解体工事から出る建設汚泥,コンク

リートガラなどを指している。以下の表2-1に建設省の定める

建設廃棄物を一覧にしてまとめた。建設発生土等と建設廃棄物

を併せて,建設工事及び解体工事からでる有価物及び廃棄物と

定義されている。

3.再生方法の分類

新規部材と住宅解体材を利用した再生部材との製造フローに

関しては,素材から新規の住宅部材を製造するまでの工程は,

一次加工と二次加工とに分けられる。素材を建築材料にする加

工を一次加工といい,建築材料から住宅部材にする加工を二次

表2-1建設廃棄物の定義

     纐小分類構成物

     燃え殻現場内焼却残さ物(事務所ごみ)

    
     ガラスくず及び陶磁器くずガラスくず、タイル衛生陶磁器くず、耐火レンガくず
     廃プラスティック廃発泡スチロール、廃ビニール、合成ゴムくず、廃塩ビパイプ、廃シート類
     金属くず鉄骨鉄筋くず、金属加工くず、足場パイプや保安塀くず、廃缶類

     ゴムくず天然ゴムくず

     安定型処分場で処理できないもの汚泥含水率が高く粒子の微細な泥状の掘削物。掘削物を標準仕様ダンプトラックに山積みができず、また、その上を人が歩けない状蟹コーン指数がおおむね2以上又は一軸圧縮強度がおおむね1.躍㎝2以下)具体的には、場耐丁杭工法・泥水シールド工法等で生じる廃泥水     ガラスくず及び陶磁器くず、ガレキ類廃石膏ボード
     廃プラスティック有機性のものが付着・混入した廃容器・包装

     金属くず有機性のものが付着・混入した廃容器・包装、鉛管
     木くず解体木くず(木造家屋解体材、内装撤去材)、新築木くず(型枠、足場材等、内装・建具工事等の廃材)、伐採材、伐採根
     紙くず包装材、タンボール、型紙くず、障子

     繊維くず廃ウェス、縄、ロープ類、畳、じゅうたん

     廃油アスファルト乳材等の使用残さ液(タールピッチ類)防水アスファルト、重油

     燃え殻現場内焼却残さ物(ウェス、ダンボール等)

     特別管理産業廃棄物廃石綿等飛散性アスベスト廃鶏吹付け石綿・石綿含有保温材・石締含有耐火被覆を除去したもの、石綿が付着したシート・作業獅
     引火性廃油揮発油類、灯油類、軽油類
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加工という。住宅の再生材料は,住宅を解体してから,再資源

化され,住宅部材の材料として再断ll用できる材料を指す。解

体材から住宅部材を製造することを再生といい,その方法を再

生部材までの加工状況によって,再使用,再利用,再生利用の

3っに分類した。再使用は,解体された材料の形状・性質を変

化させること無く,再び使用する方法を指す。再利用は,解体

材を収集・分別した後,建築部材を構成する材料として加工す

る方法を指す。再生利用は,解体材を収集・分別した後,建築

材料を構成する素材として加工する方法を指す。表3-1にまと

めて記す。各再生方法の具体的例を表3-2にまとめて記す。

4.住宅部材の解体及び再生の現状に関する調査

住宅解体材の現伏を把握するためにハウスメーカー3社,中間

処理場6社及び再生工場8社ヘヒアリング調査を行った。ヒア

リング調査により判明した現状の問題点は以下のとおりである。

①住宅部材が多種類の材料で構成されること

住宅部材の中には,多種類の材科が組み合わされた部材が多

いため,再生時に材料毎に分別することが難しい。これらの部

材は,分別の費用が高く,混合廃棄物として処理されている。

具体的には,石膏ボードに接着されているビニルクロスがこれ

にあたる。

②住宅部材のメーカーが再生する義務を負わないこと

建材メーカーは,自社の製品に対する再生義務を負いない。

しかし某メーカーによると,今後,「廃プラスチック」,「繊維

板」,「塩ビ樹脂」,「FRP」で構戒される製品については,経

済産業省の定めるリサイクル法の対象となる可能性が大きい。

③不透明な排出事業者責任

解体材は,解体業者→中間処理業者→再生工場或いは最終処

分へと流れる。解体コストは,住宅居住者の負担であり,ハウ

スメーカーは解体業者に委託しているのが現状である。包装容

器のリサイクル法の流れを見ると,製造物責任が原則となって

おり,建材の製造メーカーと建設業者にそれぞれ責任が分かれ

ると思われる。

しかし,住宅部材は様々なメーカーのものが使用されており,

それぞれに責任を負わせるには,デポジット制などの検討が考

えられる。住宅居住者は,ハウスメーカーとの契約であるため,

解体コストを不満とすると思う。住宅メーカーの競争が激しく

なれば,ハウスメーカーの営業マンが「弊杜では,解体コスト

はサービス料金となっております。」と言うのも十分に考えられ

 る。

解体材は,居住者の私有財産であるため,どのように処理す

るのかは,ハウスメーカーが委託を受け,決定を下す。解体後

の処理方法には,リサイクルから最終処分まで様々な技術があ

るが,各住宅の立地条件,各解体材の市場によって,最も安価

な方法で処理されているのが現状である。

④どの廃棄物をどのように処理すればよいのか

主な建設廃棄物,汚泥,コンクリートガラ,木くず,金属く

ずなどは再生可能であり,再生率の目標値が設定されている。

表3-1再生方法の分類

解体材を分別・洗浄したのち再び部材として使用
する。例:伝統木造軸組構法の梁・柱を手で壊し
て再び使用する。
解体材を分別・破砕・粉砕・焼却・減容・研磨な
どの処理を加え、材料として再び利用する。例:
コンクリートガラを破砕・選別して、コンクリー
トの骨材として使用する。
解体後、分別・破砕・粉砕・焼却・減容・精製な
どの処理を加え、素材として再び利用する。例:
廃プラスチックをモノマーまで戻す。

表3-2解体材の再生方法及び再生用途

    類再生方法再生材料再生部材
    汚泥再利用改良土他埋戻し土
    がれき類再利用再生骨材他再生骨材コンクリート
    木材再利用木材チップ他木質系繊維板
    金属くず再利用粗鋼鉄鋼製品
    ガラスくず再利用ガラス・カレットガラスタイル、プロッ
    陶磁器類再利用再生骨材他再生骨材コンクリート

    廃プラスチック再利用プラスチック・ペレ・・プラスチック製品
    再生利用スチレン・モノプラスチック製品

    ゴムくず再利用ゴムチップ他ゴムタイヤ他

表5-1平成14年度北九州市公共工事における建築副産物リサイクル

実績

   解体材現場搬出量(t)再生資源利用促進率(%)
   コンクリート2594170.4

   発生木材104662.8

   アスファルト152292.1

   伐木材11280.1

   建設汚泥293680.1

   混廃5352.6

   金属くず77481.2

   廃プラ2875.4

   紙くず1858.9

   アスベスト430

   その他52224.2

   廃棄物合計3390269.5

   発生土48855m364.1

一方住宅解体材は,複合材などが多く異物の混入率が大きいた

め,建築材料メーカーは責任を持って再生するか,最終処分に

かかる費用を支払うべき。問題は,解体方法によって分別の難

易度,再生率が上下する事である。解体材の適正な処埋へ向け

て実施するべき事は,①解体方法のマニユアル化,②この解体

方法に基づいた場合の混合廃棄物の種類及び発生量,⑧混合廃

棄物を構成する住宅部材の量に基づいて,建材メーカーが支払

うべき費用を決定すること。

5.北九州市公共工事における解体工事の建設廃棄物

この節では,福岡県北九州市を対象地域とし,産業廃棄物に

おける建叡廃棄物についての実態を踏まえて,平成14年度の公

共工事解体工事における現状を把握し,建築物の解体から中間

処理,最終処分,再資源化までの現状及び特徴を明らかにする。
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北九州市公共工事の建設副産物について,北九州市建築都市局

により搬出量べ一スで集計されたデータを用いる。

5.1北九州市平成14年度リサイクル実績

平成14年4月1日から平成15年度3月31日までの建設副産

物搬出量にっいてまとめる。表5-1に,平成14年度の北九州市

公共工事における建設副産物リサイクル実績を示す。総工事件

数は115件,発生した建設副産物は合計33902トン,そのうち

再資源化されたものは22341トンで,再資源利用促進率は69.5%

である。発生土は48855m3で,発生土を含めた再資源利用促進

率は〔辺.1%となる。また,解体材別に再資源利用促進率をみると,

特定資材にあたるコンクリートは70.4%,木材は62.8%,アスフ

ァルトは92.1%,伐木材は80.1%,金属くずは81.2%が再資源化

されたものとわかる。

5.2解体工事における公共工事の建設廃棄物搬出状況

図5-1に,平成14年度解体工事における構造別建設副産物の

1㎡あたりの搬出量を示す。図5-2に,解体工事における構造

別建設副産物の処理方法を示す。図5-1より,解体事例におけ

る1㎡あたりの建設副産物搬出量は,S造,(B造,RC造いずれ

においてもコンクリートの搬出量が突出しているが,図5-2よ

り,建設副産物の処理方法をみると,木造以外の建築解体工事

では,RC造では全体の100%近く,S造及びCB造では建i築副産物

全体の80%以上が再資源化処理されているとわかる。木造建築物

では,建築副産物の大半は木材或いは伐木材であり,処理方法

は,主に,再資源化,有償売却,焼却処分となっている。木造
建築解体工事において,再資源化された建設副産物は全体の30%

にも及ばないが,再資源化されたものに焼却処分処理及び有償

売却されたものを併せれば,木造建築解体現腸で発生した建設

副産物全体の60%以上がリサイクルされていると判断できる。

事が行なわれた。表5-2に,平成14年度に解体工事の実施され

た市営団地及びその他建築物について概要を示す。平成14年度

市営団地解体工事における建設副産物総量は,H団地1061トン,

OT団地2683トン,Y団地6647トン,K団地6647トン,H2団地

1446トンで,団地ごとの再資源化率は,順に100%,97.5%,62.2%,

99,8%,97.9%である。

6.解体材の再生にかかるエネルギー消費量実態調査

6.1調査概要

調査の目的は,再資源化処理のエネルギー消費量,2次加工

のエネルギー消費量を明らかにする。

再資源化処理についての調査では,中間処理場における,再

資源化処理のエネルギー消費量を調査した。

調査項目は,

・解体材の処理量(トン/月)

・再資源化処理の工程で使用している処理機械の性能(単位

木造

 S造

GB造

RC造

o

0.扇㎡あたり癩出量(t/㎡)1.5

2

園木材

日建設混合

國伐木材

田廃プラスチック

圏紙くず

ロアスベスト

閣その他

5.3集合住宅解体事例

平成15年4月現在,北九州市は同市内に33239戸,427団地

の市営住宅を管理する。北九州市の団地建設のピークは1970年

代半ばまでで,その後は,およそ一定の割合で建設及び建替え

等が進められている。北九州市市営団地における建替え年数は

築40年前後で,平成14年度には5つの市営住宅団地で解体工

図5-1解体工事1㎡あたりの構造別建設副産物搬出量

木造

CB造

 S造

RC造

囚再資源化

圏焼却処分

閣内陸処分

口海面処分

翻有償売却

口その他

表5-2平成14年度北九州市公共工事における集合住宅の解体工事事例

0% 50% 100%

図5-2平成14年度解体工事構造別建設副産物処理方法

        工事名建築面(㎡)延床面(㎡)構造階数建設副産物搬出総量(t)再資源化建築副産物(t)再資源化率(%)

        H団地解体工事988494CB造2階10611061100.0%

        OT団地解体工事2801606CB造2階2683261697.5%

        Y団地解体工事一1684CB造1借2875179262.3%

        K団地解体工事6142190RC造4階6647663499.8%

        H2団地解体工事一1413RC造4階1446141597.9%

        H教職員住宅解体工事一1047RC造2階1763171597.3%

        Y教職員住宅解体工事184552RC造3階83182699.4%
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処理能力(t/h),動力(kW))

・1月あたりの工場の電力,燃料の消費量(MJ/月)

・解体現場～中間処理場までの輸送距離(㎞)

調査した会社はアンケートでは28社,ヒアリングでは6社

であった。そのうち,取扱廃棄物に関して,汚泥は5社,がれ

きは9社,混合廃棄物は3社,木くずは2社,廃棄プラスチッ

クは4社,発砲スチロールは3社,ガラスくずは3社,金属く

ずは5社であった。有効回答数は14社であった。表6-1には概

要を示す。

2次加工についての調査では,再生部材の製造工程における

2次加工のエネルギー消費量について調査した。

調査内容は

・再生部材の月間生産量(トン/月)

・再生部材を構成する材料の種類及び使用量

・製造工程で使用している処理機械の1生能(単位処理能力(ト

ン/時),動力(kW))

・1月あたりの工場の電力,燃料の消費量(MJ/月)

であった。

調査した会社はアンケー一一・トでは59社,ヒアリングでは8社

であった。そのうち,廃棄物を主原料とする会社に関して,汚

表6-1中間処理場への調査概要
  調査目的再生エネルギー消費量の計算方法を検証する
  調査対象建設廃棄物の中間処理を行っている会社

  調査方法アンケート調査28社ヒアリング調査6社

  調査内容④解体材の処理量②再資源化工程及び処理機械の性能③各工程にかかる電力、燃料消費量4解体現場～再生工場への輸送距離

  問題点0解体時に請負契約が結ばれる為、再生にかかる費用が回収できない0再生材料の品質が劣化する傾向にあるため利用用途が限られる0解体方法及び再資源化処理に規則がない0混合廃棄物の焼却コストに比べ、再資源化処理にかかるコストが高い
表6-2再生工場への調査概要
    調査目的再生エネルギー消量の計法証る
    量,査メ・生。-1」造している会土

    調査方法アンケート調査ヒアリング調査59社8社

    調査内容1再生材料の処理量②2次加工の工程及び処理機械の性能3工程にかかる晶力、燃料消『量
    問題点0再生材料の品質が劣化する傾向にあるため利用用途が限られる0再生材撃の用が宵い

表6-3調査する再生建材メーカーの一覧表
     主撃再生法生P1品名1造元
     建設汚泥生土マルセーMARU

     生1泥看S丁一工コロMiTSU
     生し土TANA
     生艦セーダトAエースSUGI
     生上1SOILセーミッスlNA

     下水汚泥・スラグ生ヒューム艦エコノベルTHI
     生エコ・チヤートKAKE

     産廃焼却灰生セメントエコセメントTHSE
     生セメントエコセメントNE

     セメント生セメントNOZ
     コンクリート破片コン1一トなしFSP

     コン1一トなしTHK
     生コン1一トNDRO

     再生利用コンクリート用骨材アスファルト合材再生口生口NHD
     コン1一ト一OSK

     生コンク1一ト生㎜
     発泡スチロール生iしエコロベースIGSIS

     生熱EPFOHP
     生皿EPSHOS

     間伐材、セメントセ『ミ"再生利用木質セメント板MKボードEMA

     木くず木くず、廃プラスチック生π1毛セメントTHSK
     生啓,小刑'TYKF
     生=「層ノダハベスト・LドND
     生用下地ストロン"・一ドKFK
     生パーテルボードPEPDTN
     生用パーテクルボード一NSK
     生パーテクルボードミヤコ,、一ドMFB
     生パーテルボードNNB
     生用パーテクルボード一TBK

     再生利用内部仕上げゼオパークウッドNZN

     メーニン化生メーニン化OMS

     スチールパーティション再生利用パーティクルボードフレキシブルウォールFCN刑πK
     パーティショントレイブースパネル再生利用パーティクルボードリサイクル複合板MJS

     古紙排煙脱硫石膏、高炉水砕スーグ再生利用石奮ボードクリーンSGNNS
     石爾ボード生用石ボードタイガーボードYSN

     生石ボードCYD

     再生利用石膏ボードセメント原料、土質改THS
     生}石ボード・毛セメ'アドー石ボードNTSS

     生石・'生用内。上iタナク1一ムTNSH
     金属くずH-conHKKK
     }SNT

     NTR

     生1化SUS444パネルタンクMMK
     アルミニウム用アルミ造アルミニム'造NAM

     アルミニウムCGR
     }生}のSNA
     }生アルミサ"シTST

     主料再生方法生。1ロ名1造元

     ガラスくず、アルミニウム再生利用内外壁、床、天井仕上アルセライトGタイプTYA

     ガラスくず、セメント、溶融亜鉛メッキ鋼板再生利用床材カレットフロアーKKY
     生上1閥ク1スタル・レNDG

     ガラスくず生タイルREGATTO
     生タイルミールストーンMRK
     生タイル1スタルレイKRS
     生ブロックセー口・・サKRS
     生人工軽瓦スーパーソルNFN
     生人工皿KRS
     生}口エスミュートNN丁K
     生口」血カレットハイソーンNGJ
     生・シー1ンG一トエごTNT

     ガラスくず、陶磁く再生利用仕上げ塗料R一サンド翔UH
     陶磁器くず防水・シーリング材陶器質施ゆう内装タルKYτ

     防水・シーリング材せっ器外装タイル(無KPES

     防水・シーリング材シャトルシリーズ、アートテッセラ、シャトルポリッシュ、シャトルブラスト、リブクラフト、スクラッチタイル、ブ1ザードNTIK
     フ・シーリングSKZK

     生・シーリン'ミールストーンMRK
     生リサイクルレンガNSY

     レタンポ1マー生皿レサンドーUUBS
     廃プラスチック生の化プースチ・しSSK

     生用のプラスチッTN
     生のプースチツHSE
     }生のプースチックSNS
     生の一イトコンク「一トM-1MRM
     生のABS重UBS
     生帰のプースチツPRS

     ビニルPET}生M-WOOD2MSW
     2b生用tサッシTKY
     ビニル生填ビSBKK

     廃ポリスチレン、ポリエチレン、ポリプロピレン再生利用燃料油廃プラ油化装置KNK
     廃石綿生エスフアバーNSKR

     　生}■NTH
     }生甲ロユニダイロートンGIK

     1ム・生のメタルKWK
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泥は6社,コンクリート破片は6社,木くずは9社,廃棄プラ

スチックは7社,ガラスくずは10社,金属くずは4社,陶磁器

くずは6社であった。有効回答会社は28社であった。表6-2に

は概要を示す。

詳細に調査を行った再生部材の製造会社をまとめて表6-3に

記す。項目によって重複があり,なおプライバシーを保護する

たうめ,製造会社は任意表記にしている。

6.2.22次加工についての調査結果

以下に調査を行った再生部材の製造会社をまとめて記す。調

査項目にっいて表6-5にまとめる。表の前半は再生建材作るた

めの材料及び使用量を,後半は使用燃料及び使用量を示してい

る。アンケート会社の申告により最後の列に再生建材の製造エ

ネルギー消費量を合計する。

6.2調査結果

6.2.1再資源化処理についての調査結果

中間処理業者へ行った調査結果を表6-4にまとめて記す。

表6-4に示すように,工程等の違いによって再生エネルギー

の消費量は大きな差があるが,がれき類の処理ではDISY社を除

けば,再生エネルギー消費量は75～136の間にある。また木材

チップの中間処理も概ね110～200の間に変化している。

後節の理論計算でさらに検討を行なう。

7.解体材を再生するためのエネルギー消費量に関する理論研究

住宅部材の製造エネルギー消費量の求めかたは,部材を構成

する全ての材料に含まれるエネルギーと部材へと加工する時の

2次加工のエネルギー消費量を合計する。材料に含まれるエネ

ルギー消費量とは,材料を構成する全ての素材にエネルギーと

材料へと加工するときの1次加工のエネルギー消費量を合計し

たものです。素材に含まれるエネルギーとは,素材を採集・精

製するときのエネルギー消費量を指する。

            表6-4中間処理のエネルギー消費量

            解体材の名前再生建材の名前再生方法会社名工程1エネルギー1工程2エネルギー2工程3ネルギ3再生のギー消費量
            (MJ/t)(MJ/t)(MJ/t)(MJ/t)

            汚泥改良土配合MTSU配合1.261.26
            改良土配合KYBK75

            がれき類コンクリート骨材破砕DKDB1次破砕2次破砕選別111            コンクリート骨材破砕JRSY1次破砕52次破砕63.6選別6.175
            コンクリート骨材破砕DISY5
            コンクリート骨材破砕TKEI136

            木くず木材チップ破砕DKDB1次破砕2次破砕選別111            木材チップ破砕TKEI1次破砕2次破砕選別136
            木材チップ破砕ISTK1次破砕2次破砕選別197
            木材チップ破砕ICKN電力129灯油700200

            混合廃棄物固形燃料破砕・減容DKDB1次破砕風力選別2次破砕111

            ガラスくず・陶磁器類ガラス・カレット選別・破砕IOGR破砕3636            ガラス・カレット選別・破砕TKE正1次破砕2次破砕選別136

            金属くず金属くず破砕DKDB1次破砕2次破砕選別111
            金属くず破砕TKε11次破砕2次破砕選別136

            プラスチック類廃プラスチック破砕NSNT破砕16700167
            廃プラスチック破砕・溶融HUNS破砕225溶融543灯油/溶融4451,212

                 表6-5再生建材の製造エネルギー消費量

                 解体材の名前再生建材の名前再生方法使用材料1使用量1使用材料2用2使用材料3使用3材料合計Ton使用燃料1使用量1使用燃料2使用量2使用燃料3使用量3再生製造エネルギー消費量(MJ/ton)
                 建設汚泥改良土再利用建設発生土電力69LPG7030772

                 セメント原料再生利下}}ヒ水ケーキ28都市ゴミ0石灰石6.3342,907

                 内駄用タイル再生利建設発生土502珪石42消石灰3.1509電力11967ブタン1,017プロパン1133,098
                 木くずパーティクルボード再生利解チップ48接着剤2,574パラフィン392,661

                 ハードボード再生利■622」240パ『フン51914
                 木、外'用壁再生利廃木チップ89PPま脂4950584隔力14,5860014586

                 再生i臼チツプ89PP封脂495顔0584喉力

                 廃石膏ボード石薇ボード再利用石膏16石15%3紙1,0671,086電力687重油2,750031437
                 アルミニウムアルミ1内外駄壁再利用アルミニウム再生地金4122Gライトt40205,524鋳造湯道切断矯正3,861
                 ガラスくずタイル再生利セメント1,900ガラスくず7古炉スラ011907配合・混練プレス研磨360

                 ガラス・ブロック再生利ガラスくず3535LPG171841電力36418,205

                 廃プラスチッメラミン脂再生利メラミン酎脂1,541フエノール脂3,210紙104,760電力1,654LNG4,011重油121630181296
                 廃石綿,、ロツウール)再利用炉スラグ74,662珪石3.30741665電力25コーク6,657灯油1,6178,299
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建設・使用
解体・廃棄

図7-1

7,1計算方法の定義

再生部材のエネルギー消費量を,中間処理場における再資源

化処理のエネルギー消費量再生工場での2次加工のエネルギ

ー消費量の合計と定義する。それぞれのエネルギー消費量は,

工程に使用される処理機械の処理能力及び単位時間あたりの電

力,燃料の消費量から求める。以下に,計算方法を図7-1に示

しながら説明する。

新規の住宅部材の製造に消費されるエネルギー量は,素材を

作るためのエネルギー消費量(Es),一次加工エネルギー消費量

(E1)と二次加工エネルギー消費量(E2)の和として求められる

4)。

解体に必要なエネルギー量は解体エネルギー消費量(Ek)と

し,解体材から再生材料までに必要なエネルギーは再資源化エ

ネルギー(Ea)と定義した。再生時の住宅部材に消費されるエ

ネルギー量は,解体エネルギー消費量(Ek),再資源化エネルギ

L-・一一一消費量(Ea)と二次加工のエネルギー消費量(E2)の和となり,
これを住宅部材再生エネルギー消費量(Ec)と定義する。従っ

て,住宅再生部材Cの住宅部材再生エネルギー消費量Ecは以下

の式によって求められる。

個

mb

再生建材のエネルギー消費量の計算方法

料や電力の使用量及び再生材料の使用量から求める。(財)国土

Ec=2ピ館≠場ノ・Mb≠・Y(Ek-7LEa?・Ma≠E2鰍創
(1)

ここでは,

ng:1kgの再生部材Cに必要な材料aの重量(kg/kg)

ag:1kgの再生部材Cに必要な材料bの重量(kg/kg)

Es:材料bに必要な素材をつくる為のエネルギー消費量(MI/㎏)

EI:素材から新規材料bをっくるための一次加工エネルギー消費
量(MJ/kg)

Ek:解体エネルギー量(MJ/k9)

Ea:解体材から再生材料aまでの再資源化エネルギー消費量

(MJ/kg)

E2:再生部材Cの1kgあたりに必要な二次加工エネルギー消費量

(MJ/㎏)

一次,二次加工に消費されるエネルギー量は加工に必要な燃

開発技術研究センター「省資源・省エネルギー型国土建設技術

の開発」報告書(95年)4)では,部材ごとに加工の必要な電力,

燃料原単位及び各構成材料の使用重量が発表されている。以下

主に解体エネルギー消費量及び再資源化エネルギーについて述

べる。

7.2解体エネルギー消費量(Ek)

住宅を解体する際には,機械解体と手壊しの二通りがあり,

それぞれ労働力と燃料が消費されているが,その正確な値が現

状では明らかではないため,機械解体の時に関してはそのエネ

ルギー消費量の値の試算を行った。

解体エネルギー消費量(Ek)は解体時に使用する重機のエネ

ルギー消費量(Ew)と解体材を搬出する時の輸送エネルギー消

費量(Et)との和により求める。(財)日本木造総合清報センタ

ー「木質系部材等地球環境影響調査報告書」5)では機械解体時に

単位床面積あたりの重機のエネルギー消費量は約28,000MJ/㎡

と発表され,本文ではこれを原単位として引用した。従って,
重機のエネルギー消費量は

Ey-一;ag,ouaXA(%0

A住宅延べ床面積(㎡)

(2)

輸送エネルギー消費量は搬出車両の輸送回数搬出車両の輸

送エネルギー消費量及び輸送距離から求めた。従って

 Et=Σn×E・・V×L(M1ノ(3)

n:解体材の排出原単位(kg/㎡)
Ew:搬出車両の輸送エネルギー消費量(MJ/㎞)
L:輸送距離(㎞)

搬出車両の輸送エネルギー消費量は車両の種類及び走行燃費

によって計算できる。2tトラックと4tトラックについての走

行燃費は日産ディーゼルのデータ,10tトラックについての走

行燃費は早稲田大学の調査報告書6)よるデータを参考にした。

トラックの燃料は,すべて軽油として考えた場合,軽油のエネ
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表7-1再資源化処理にかかるエネルギー消費量の計算値
          解体材再生一次品股備処理手順設備の名称形式出力処理能単位重量エネルギー消

          (k脚h)(t/h)(kWh/t)㈹/t)

          木材集成材解体材チツプ(比重:O.352t/m3)定置式処理装置解体木材O.0          破砕機ハンマシュレッダ26030.18.631.0

          その他の殴備及び照明859.855078.631.0

          含言十17.362.1

          解体材フレーク規格(3x1×1～15×3×4㎜)定置式処理装置解体木材O.0          破砕機ハンマーミル350φ×500L300.3196.8348.4

          合計96.8348.4

          コンクリート再生粗骨材(比篁:2.295t/m3)6}定置式処理装置再生粗骨材0.0          一次破砕装置ジョークラッシャシングル・トツグル型η7530-601.76.0
          手動選別コンベイヤー0.0

          二次破砕装置横型ハンマクラッシャシュレツダ型7)1504～1021.477.1
          振動ふるい装置S[淵一150(ト3.78}7.4180.41.5

          合計23.584.6

          石膏ボード石灰岩砕砂定置式処理装置(高度処理)石灰岩87.6          一次破砕装置ジョークラッシャシングル・トツグル型7)7530～601.76.0

          手動選別コンベイヤーO.0

          二次破砕装置横型ハンマクラッシャシュレツダ型η1504～1021.477.1
          振動ふるい装置S[彌一1500-3,7臼)7.4180.41.5

          湿式磨鉱型高度処理機自生ミル単一ドラム型η3000.5600.O2160.0
          合計623.52332.2

          鉄鋼製品粗鋼(電気炉)'11025.8

          アルニミウムアルミニウム(再生地金)3125200.0

ルギー発生量は1Lあたり40,000KJである。これを1km走

行する時の輸送エネルギー消費量に換算するための式は,式4

のようになる。

伽=40÷走あ擁華 劒 (4)

躯体の再使用時は,全て手壊しにより解体すると仮定し,人

力エネルギーは無視した。従って解体エネルギー消費量(Ek)

は解体材の総重量がMaであるときには,

Ew+Et
Ek=

物
(MJ/kg) (5)

7.3再資源化エネルギー(Ea)

再資源化エネルギー消費量(Ea)は,中間処理の機械とその

他の処理設備の単位処理能力あたりのエネルギー消費量から求

めた。

 E・=Σ3・6努 (MJ/7cg) (6)

Q:機械(設備)の出力(kW)
P:機械(設備)の処理能力(kgh)

ただし,鋼材については,産業連関表を参考にして,粗鋼(電

気炉)の製造エネルギー消費量を計算した。アルミサッシにつ

いては,再生地金の製造エネルギー消費量の値4)を参考にした。

例えば,コンクリート再生材料を作るためには,一次破砕装置

で破砕して,そして選別を行ない,一定以上の大きさのもの二

次破砕装置にかけて再び破砕を行ない,最終的に再生材料とし

て再生粗骨材になる。この工程に必要な機械7・8・9)は一次破砕用

のジョークラッシャと二次破砕用のインパクトクラッシャと振

動震い機ベルトコンベア等であり,これらの機械の単位処理

能力あたりのエネルギー消費量の総和から再資源化エネルギー

消費量を求めた。表7-1に計算例を示す。その他の材料の再資

再使用木材

集成材

ウヱフアーボード

ハードボード

バーティクルボー罫

耗セメン糠

コンクリート

石膏ボード

騨鯛柵鉄
建段用鋸襲贔

アルミサッシ

捲:ll

9,69
6.63

15,21
11、60

14,95
11.33

〔:コ新規製造エネルギー盤

醗騨溝生に必嬰なエネルギー量

010203040250〔6己〆t(m}

図7-2住宅部材の新規製造と再生エネルギー消費量の比較

源化エネルギー消費量は,同じ手法で求められる。

7.4住宅部材の再生エネルギー消費量の算定結果

式(1)を使用して各住宅解体材の再生時のエネルギー消費量

を算定した。木材については再使用材にっいても算定した。鋼

材は全て粗鋼(高炉)を材料として製造されたものとして計算し

ている。算定結果を図7-2に示す。

解体材から木質ボードへの再生利用では,原料となる製材の

製造工程が省かれ,再生エネルギー消費量の削減率は集成材の

7%からパーティクルボードの32%まで,平均で22%になって

いる。逆にコンクリートは,再生エネルギー消費量が5%増加

する。石膏ボードについては,解体材を細密な粉状に粉砕する

ため,新規の製造エネルギー量より48%増加した。鋼材にっい

ては,再生エネルギー消費量は約40%削減された。アルミニウ

ムは80%強の再生エネルギー消費量が削減された。
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表8-10T団地建物概要

   平成13年度事例平成14年度事例
   場所北九州市八幡西区

   建築年数築35年
   構造補強コンクリートブロック造

   棟数5棟6棟
   麟2階2棟
   建築面積合計656.6㎡一

   延べ床面積合計809.2㎡1608.6㎡
中間処理 二次加工・最終処分

    木くずK社でパーティクルポート    MK社でチップ化

        がれき類DM社で選別・破砕により再生クラッシャーラン化

            金属くずKS社で切断処理

        

    TK社で混練ダスト化一→TK社で高炉原料化

    解体工事石膏ボード        畳類K工場で焼却処分

        

    HK社で埋立処分    廃プラ類

    

    ガラス・陶磁器類NK社で埋立処分

            石綿スレートK工場で焼却処分

            石綿セメントK工場で焼却処分

    

図8-1解体材別の処理フロー

8.集合住宅解体リサイクルケーススタディ

事例研究として北九州市において,平成14年度に行なわれた

集合住宅解体工事の現場からの追跡調査を行なう。そして平成

13年度の解体工事の結果と比較をすることで,住宅解体の現状,

中間処理及び最終処分の現状を把握すると共に,その時に消費

表8-20丁団地解体工事概要

      建設副産物の種類平成14年度
      処理方法処理数量(t)処理方法処理数量(t)

      石綿セメント最終処分0.61『一
      石綿スレート最終処分12.44一『

      ガラス、陶磁器類最終処分1.40最終処分2.00
      石膏ボード最終処分21.85中間処理3.61
      畳、襖、建設廃材最終処分6.40一一

      顯一一職19.14
      一般建材類一一最終処分7.24
      1中間処理25.52中間処理29.14

            木くず(生木)最終処分3.46最終処分1.61
      'プラスチック最終処分0.95最終処分0.35
      くず中間処理28.98中間処理37.52

      アスファルト中間処理95.02中間処理21.06

      コンクリート中間処理862.64中間処理2561.40

      合計総排出童1059.27総排出量2683.02
      再資源化率総排出量95.6%総排出量98.9%

工程時間軸 實§§§§§塁塁塁§塁§嚢…窪雲茎睾雲隻§雲塁…舅雲…婁婁ミ署塁§嚢§婁藝§§藝婁婁
     石綿セメント

     石綿スレート

     ガラス

     石膏ボード

     畳

     建設くず

     木くず

     廃プラスチック

     金属くず

     アスファルト

     コンクリート

ぬ

2501000

昌

2001000

100.000

50.000
10.000

図8-2平成13年度・解体工事建材別工程と処理数量

工程時間軸 §署§§§§§§§§§§§§…窪雲藝窪婁睾婁睾睾葦睾窪葦睾彗睾睾睾§

             木くず(畳類)

             木材類(再生材)

             ガラス・陶磁器類

             石奮ボード

             金属

             一般建材類

             廃プラスチック類

             アスファルト一

             コンクリート

              　ヨ目

250、OGO

200、OOO

100,000

50,000

10、OOO

図8-3平成14年度・解体工事建材別工程と処理数量
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したエネルギー量のケーススタディーを行ない,住宅解体から

中間処理及び最終処分までの実態や特徴を明らかにする。

8.1調査対象の概要

建設副産物処理方法の特徴を明らかにするため,平成13年度

と平成14年度の団地解体工事の工程にっいて,北九州市市営OT

団地解体工事の例を取り上げる。これら2つの解体工事事例は,

OT団地のもので,建物のデザイン等は異なるが,同団地内に建

設されていた集合住宅である。表8-1に,建物概要を示し,表

8-2に,平成13年度及び平成14年度の建設副産物処理劫法なら

びに建設副産物処理数を示す。OT団地では,解体工事を行なっ

た解体業者が年度により異なるため,各業者の特性や相違点に

着目し,解体工事の実態を把握する。

各年度の再資源化及び処理方法について述べると,再資源化

については,建設副産物搬出総量における再資源化率は,平成

13年度解体工事の95.56%に対し,平成14年度の解体工事は

98.87%となっている。建設副産物ごとの処理方法については,

大差はなく,平成13年度と平成14年度の解体工事で処理方法

の異なるのは,石膏ボードのみで,平成13年度は最終処分処理

されていたが,平成14年度は中間処理されるようになった。な

お,建設副産物の翻llは,平成13年度と平成14年度では,11
種から9種になり,平成14年度の解体では石綿セメントと石綿

スレート2種類の材料がリストに上っていなかった。

図8-1には,解体材別の処理フローを示している。平成13年

度と平成14年度の調査によると,木くず・がれき類・金属くず・

石膏ボードの4種類が中間処理及び二次加工により再利用され

ている。その他の解体材においては,埋立処分及び焼却処分さ

れていた。

次に,平成13年度と平成14年度の解体工事工程について述

べる。図8-2と図8-3には,それぞれの解体工事における処理

工程と1日ごとの処理数量を示している。

まず,図8-2,8-3においてコンクリート,アスファルト,金

属の3種類に注目する。この3種類は,平成13年度の解体工事

では比較的処理にばらつきがあった解体材だが,平成14年度に

おいては,集中的に短期間で処理が行なわれているのが分かる。

特にコンクリートを見ればわかりやすいが,1日にできるだけ多

くの解体材を処理することで,作業に無駄がなく輸送の面でも

一度にたくさんの解体材を運ぶことができ,輸送にかかるエネ

ルギー消費量の削減に多いに役立っていることが予想できる。

8.2解体及びリサイクルのエネルギー消費量

8.2.1解体エネルギー消費量の算定

解体エネルギー消費量は,延べ床面積(㎡)×解体エネル

ギー消費量源単位28,000(MJ/㎡)の値となる。

計算結果を表8-3に示す。

8.2.2輸送エネルギー消費量の算定

輸送エネルギー消費量については,前節で設定した計算方法

で求めるが,解体材別に搬送される業者までの距離と,何tト

表8-3解体エネルギー消費量

   平成13年度平成14年度

   解体エネルギー消費量(MJ)22,657,600.045,040,800.0
表8-4平成13年度解体工事における輸送エネルギー消費量
       搬入先解体材の種類距離(km)輸送エネルギー消費量(MJ)

       2t車4t車10t車合計

       MK社建設木くず1652187211043890001.26261

       DM社コンクリート106631.31051549841.86698
       アスファルト79541988400027837

       NS社金属くず2502.65120903800.003.55500

       HK社石綿セメント2601723300000017233
       石綿スレート0001」74940001.署7494

       K処分場ガラス・陶磁器類2601723300000017233       石膏ボード1ρ33971」74940002.20891

       廃プラスチック1723300000017233

       K工場木くず(生木)10066280.000006628
       畳・襖・建設廃材463.9600000046396

       S工場木くず(生木)360238610000002386肇

表8-5平成14年度解体工事における輸送エネルギー消費量
       搬入先解体材の種類距離(km)輸送エネルギー消費量(MJ)

       2t車4t車10t車合計

       MK社建設木くず1650002.833410002β3341

       DM社コンクリート1.00000003.887253.88725
       アスファルト00000038363B36

       KS社金属くず3500000004.027914.02791
       TK社石膏ボード2000005422800054228

       NK社ガラス・陶磁器類15.50.001400900014009

       HK社廃プラスチック1950.0017624000176.24
       K工場木くず(畳類)10000011626840001,626.84

       S工場一般建材類350000t265320001.26532

表8-6中間処理エネルギー消費量

    解体材の種類エネルギー原単位(MJ/t)中間処理エネルギー消費量(MJ)    平成13年度平成14年度

    木くず42.891,094.551,249.81

    コンクリート84.4772,996.60216,745.67

    金属くず47.811,385.531,793.83

    石膏ボード2,332.21一8,419.28

    表8-7エネルギー消費量の処理段階別合計と単位面積当たりのエネルギー消費量
    平成13年度平成14年度

    延べ床面積(㎡)809.20t608.60

    解体エネルギー消費量(MJ)22,657,600.0045,040,800.00

    輸送エネルギー消費量(MJ)合計(MJ)11,632.6414,537.70
    単位面積あたりのエネルギー消費量(MJ/㎡)14.389.04

    中間処理エネルギー消費量(MJ)合計(MJ)75,476.68228,208.59
    単位面積あたりのエネルギー消費量(MJ/㎡)93.27141.87
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ラックで何回輸送したかを分析した後,それぞれトラックの種

類ごとに輸送エネルギー消費量を算出する。

表8-4と表8-5にそれぞれの解体工事事例における輸送エネ

ルギー消費量を示す。

8.2.3中間処理エネルギー消費量の算定

中間処理エネルギー消費量について,前節で定めた手法を用

いて,中間処理エネルギー消費量原単位を予測する。石膏ボー

ドに関しては平成14年度のみリサイクルが行なわれているため,

平成14年度のみ算定を行なった。算定結果を表8-6に示す。

8.2.4比較分析

平成13年度と平成14年度の2つの事例について,住宅解体

から解体材の処理までに実際にかかったエネルギー消費量のケ

ーススタディーを行なった。

比較を行なうため,それぞれの事例において処理段糊1」のエ

ネルギー消費量の合計と単位面積当たりの輸送及び中間処理の

エネルギー消費量を表8-7に示す。

表8-7より,解体エネルギー消費量においては,長時間重機

を動かすことにより,莫大な数値となり,全工程の大半を占め

ていることが分かった。

輸送エネルギー消費量においては,3種類のトラック別に実際

に輸送した回数と輸送量との関係から算定したため,延べ床面

積と同じ比率にはならなかった。延べ床面積が2倍近くある平

成14年度の方が,計算によると約3,000MJ多くなっている。

しかし,単位面積当たりでは,13年度より低くなっている。こ

れは,表8-4と表8-5からも分かるように,10tトラックなど

で1度に多くの解体材を運ぶことで,輸送エネルギーの発生を

抑えているからである。

中間処理エネルギー消費量に関しては,コンクリート廃材の

量が極めて多いこともあり,コンクリート処理のエネルギーが

ほとんどを占めている。

9.まとめ

本研究の成果として以下のようにまとめて記す。

①住宅部材の解体及び再生の現状を調査より明らかにすること

我が国ではこれらの産業廃棄物をどうリサイクルするかが最

重要課題となっており,特に建設関連の廃棄物に関しては,平

成14年5月30日に建設リサイクル法も施行された程で,廃棄

物のリサイクルが盛んに行われ始めたことを物語っている。こ

れに伴い,建築解体の分野でも解体の手法が大きく変わってき

ていると考えられる。

住宅解体材の現状を把握するためにハウスメーカー-3社,中間

処理場6社及び再生工場8社ヘヒアリング調査を行った。ヒア

リング調査により現状の問題点を判明した。

②再生方法を評価する基準としてエネルギー消費量を提案した

こと

経済価値を評価基準とすると,経済価値の低い物質について

は再生しなくてもよいことになる。本研究では,より公平な指

標としてエネルギー消費量を選定した。廃棄物の再生にかかる

エネルギー消費量は,燃料などの費用に比例し,消費及び節約

される物質はその製造にかかるエネルギー消費量に換算され評

価される。

③建築材料の再生方法を新たに設定したこと

再生方法を再使用,再利用,再生利用の3つに分類し,再生

方法を整理した。再使用は,解体された材料の形状・性質を変

化させること無く,再び使用する方法を指す。再利用は,解体

材を収集・分別した後,建築部材を構成する材料として加工す

る方法を指す。再生利用は,解体材を収集・分別した後,建築

材料を構成する素材として加工する方法を指す。

④住宅部材の再生エネルギー消費量の算定方法を確立したこと

再生時の住宅部材に消費されるエネルギー量は,解体エネル

ギー消費量再資源化エネルギー消費量と二次加工のエネルギ

ー消費量の和となり,これを住宅部材再生エネルギー消費量と

定義した。

本研究では,解体時に使用する重機のエネルギー消費量と解

体材を搬出する時の輸送エネルギー消費量を計算するモデルを

提案した。さらに,中間処理の機械とその他の処理設備の単位

処理能力あたりのエネルギー消費量から再資源化エネルギー消

費量を求める方法を確立した。

⑤住宅リサイクルにおける省資源,省エネルギーの評価手法を

提示したこと

研究では,建材リサイクルのエネルギー消費量を算出するに

あたり,1つの解体工事現場から追跡調査を行ない,解体の現状,

輸送の現状,中間処理の現状と順序をたてて研究を進め,それ

ぞれの解体工事の流れが把握できた。追跡調査によりエネルギ

ー原単位及びエネルギー消費量の計算方法を設定し,実際にか

かったエネルギー消費量算出のためケーススタディーを行なっ

 た。

10.今後の展望

本研究では,住宅における省資源,省エネルギーの視点から,

住宅解体のとき,解体材を再生するためのエネルギー消費量に

関する計算方法を提示した。実際の住宅に対し,ケーススタデ

ィを行った。本研究の最終成果として,建材リサイクルのため

のエネルギー消費の評価手法を開発し,今後日本の循環型社会

の構築及び建築環境産業の技術開発のための指針と基準になる

ものと期待できよう。さらに,開発した評価システムをべ一ス

にし,さらに多くの民間企業を調査し,実用化及び普及のため

の技術開発を行うべきだと思う。その効果をケーススタディに

通じて実証していく必要性もある。リサイクルを行うことで,

省資源だけではなく,省エネルギー等にも大きな役割を果せる。

省エネルギーとCO2の削減効果が大きく期待できる。新たな住宅
リサイクル市場の促進に寄与できると思われる。
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